










2014 (平成26) 年度税制改正は, 外国法人に対する法人税の課税原則につ
き OECD承認アプローチ (Authorized OECD Approach, 以下「AOA｣) を採
用し, 外国法人に対する課税方式を全所得主義から帰属主義に変更した。す



























治32) 年から維持され, 2014 (平成26) 年度税制改正でも維持されている
























しかし, 2014 (平成26) 年度税制改正では, 国際的動向に平仄を合わせ,
帰属主義に転換した。すなわち, OECDは PEの課税所得につき, 移転価格
税制に関する検討と同様に独立企業原則を採用し, PEを分離独立した企業








(Skaar [1991] p. 74), その当初より PEを会社等の国内企業と同等の課税単






(１) OECD等ではこの考え方を「吸引力」と呼んで問題点とするが (OECD [2015]
C(7)5), これは帰属主義およびその前提となる事業所所在地主義に基づく立場か
らの呼称であり, 全所得主義本来の思考からは吸引力との指摘は当たらないと考え
られる (谷口 [1983b] 8 頁)。
(２) 法人概念の定義は法人税法上には存在しないため, 統一説により解釈すること
が通説とされる (金子 [2017] 120頁)。この観点からは, PEを独立した「法人」
とは取り扱えないことになる。PEの課税単位に関する検討については古田 [2017]
参照。
(３) そのため, ドイツでは事業所の物理的設置と主要な事業活動の存在が PEの条
件として強く要求され, 補助的事業の組み合わせや webサイト等の無形資産の存
在だけでは PEとして扱われない｡ この点で OECDモデル租税条約とは若干異なる
PEの所得計算においては, 国外発生分であっても当該 PE帰属分は PE所
得とされ, 同時に国内発生分であっても当該 PEに帰属しない所得は PE所
得とされないこととなる。
(４)














(Wang & Schrepfer [2016] 8 par. 35, 45, 46)。
(４) 国内発生分所得で PEに帰属しない部分は, PE非帰属の国内源泉所得として
別途課税対象となる。
(５) PE課税の法人概念に関する検討については古田 [2017] 参照。
(表１) 全所得主義と帰属主義における PEの概念
全所得主義 帰属主義
































計算する上で必要」としている (OECD [2008b] par. 137)。さらにこの観点
から, 資本の額を PEに割り当てるにあたり, 取得原価等の帳簿価額のまま
ではなく, リスクを考慮することを重視している (OECD [2008b] par. 145)。
通常の資産評価では表現されない企業家的リスクを負担するからこそ PEに








(７) この点につき, OECDは, 企業全体の信用力と同じ信用力が PEに帰属される
こと, この信用力の全てを本店に与えることは独立企業原則に照らして一貫しない





のため, AOAでは, 支払利子の法人本体と PEへの配賦について, 単なる
按分ではなく経済的実体に基づいて適切に配賦するためには, 適切なレベル


















結を有することが示されている (OECD [2008b] par. 134, 135)。
(８) OECD報告書では, AOAに基づく無償資本の配賦アプローチについて４つの















外国法人 PE 帰属所得は, 当該 PEが本店である外国法人から分離独立し
た事業者であると仮定して計算され, 本店との取引も独立企業間の取引とみ
なされる (法138①一)。その上で, 各事業年度の所得の計算の通則や受取配











par. 158, 159)。同様に, 経済的資本配賦アプローチではリスクの測定の実用困難性
(OECD [2008b] par. 162), 過少資本アプローチではモデルとなる参照企業の資本
の修正変数の定量化およびその評価によっては外国法人の資本金額を超える可能性
があること等 (OECD [2008b] par. 166168) の問題点が指摘されている。
また, 当該 PEが納付した外国税がある場合には外国税額控除制度が適用












外国法人が国内に複数の PEを有する場合には, その全ての拠点の集合を 1





















き資本に対応する負債の利子の損金不算入」(法142の 4 ) (以下,「PE帰属



















(10) 外国法人 PEには過大支払利子税制の適用もあるが, 過少資本税制の適用がな
い代わりに本規定を過大支払利子税制と比較し, いずれか適用額の多い規定を適用














































































というが, 上述の通り, 法人税法上も PEを完全に独立したものとはみなし












概念として詳細に定めている (法 2 十六, 法令 8 )。すなわち, 純資産のよ
うな差額概念ではなく, 資本を直接定めている。その上で, 通常の内国法人
の法人税額計算上, 資本金の額は次のように参照される。
























































ため, 2 種類の「資本」の額が計算され, 用いられることになる。また, こ
こで算定した PE帰属資本の額は他の規定では特に参照されない。







































































































PE自己資本と PE帰属資本は, いずれも差額概念であり, 通常の法人の
資本金の額とは異なる概念である。一方で, PE自己資本の額は, 過少資本
税制における自己資本の額と同様の概念であることがうかがわれる。すなわ






































あるとしている (OECD [2008b] par. 150)。また,「有利子負債に対する ｢無
償」資本の割合は非金融業では一般的に高い」と指摘している (OECD
[2008b] par. 137) が, 近年, 法人規模の判定における資本金の意義の低下
























である。すなわち, 現行の過大支払利子税制を改定し, BEPS行動計画 4で
推奨されているような, 第三者支払利子を含む純支払利子の損金算入を
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